
１　工場・事業場に対する規制指導
【水地盤環境課】
　水質汚濁防止法により、汚水又は廃液を排出
する施設として種々の特定施設が定められてい
ます。これら特定施設を設置する製造業、サー
ビス業等の工場・事業場（特定事業場）から排
出される排出水には、濃度規制と総量規制が適
用されています（資料編「水環境」表９参照）。
　pH、BOD等の生活環境項目及びカドミウム、
トリクロロエチレン等の有害物質については、
濃度規制が適用されており、法令により全国一
律基準が定められていますが、県では水質の保
全を一層推進するため、一部項目については全
国基準より厳しい上乗せ排水基準を定めていま
す。
　一方、総量規制とは、閉鎖性水域である伊勢
湾及び三河湾の水質改善を図るために、汚濁負
荷量の総量を規制するものです。県では、平成
１９年６月に第６次総量削減計画を公告し、有機
物汚濁の指標であるCODのほか、第５次から追
加されている富栄養化の原因物質である窒素及
びりんについて、総量規制を実施しています。
　また、総量規制基準が適用されない小規模事
業場に対しては、小規模事業場等排水対策指導
要領を定め、COD、窒素、りんについて汚濁負
荷量の削減を指導しています。
　なお、水質汚濁防止法では、地下水の汚染を
防止するため有害物質を含む水の地下浸透の禁
止や、河川、海域等への重油などの流出事故に
よる被害を防止するため油流出事故に対する事
故時の措置規定が盛り込まれています。
 

（１）届出の状況【水地盤環境課】
　ア　濃度規制
　（ア）概要
　水質汚濁防止法に基づく届出をしている県内
の特定事業場数は、平成２１年度末で１２，８９４であ
り、このうち、排水量が一定規模以上又は有害
物質を排出することにより排水基準が適用され
る事業場（排水基準適用事業場）数は２，９６９です。

　（イ）業種別届出状況
　特定事業場数でみると上位５業種は、し尿処
理施設等（指定地域特定施設（２０１人以上５００人
以下のし尿浄化槽）及び下水道終末処理場を含
む。以下、本項において同じ。）が２，７３６（全体
の２１．２％）と最も多く、次いで自動式車両洗浄
施設の２，０２０（同１５．７％）、旅館業の１，３５０（同
１０．５％）、洗たく業の１，３０４（同１０．１％）及び畜
産農業の１，１１２（同８．６％）となっています。こ
れら上位５業種で特定事業場数全体の６６．１％を、
また、排水基準適用事業場数全体の５０．８％を占
めています。
　また、排水基準適用事業場の中で最も多いの
はし尿処理施設等であり、１，０４７（排水基準適用
事業場全体の３５．３％）に上ります。以下、金属・
機械製造業の５５７（同１８．８％）、食料品製造業の
１９３（同６．５％）、旅館業の１８９（同６．４％）及び畜
産農業、窯業の１２８（同４．３％）と続いています
（図２－５－７）。

　（ウ）水域別届出状況
　平成２１年度末の特定事業場の届出状況につい
て、水質汚濁防止法第３条第３項に基づく排水
基準を定める条例に基づく上乗せ基準が設定さ
れている７つの水域別（図２－５－８）にみる
と、名古屋市南部の臨海工業地帯と濃尾平野に
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 第２節　水環境保全に関する施策 

【用語】
特定施設：次のいずれかの要件を備える汚水又は廃液を排出する施設で、その種類は政令で定められている。
　�　カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質（有害物質）を含むもの
　�　化学的酸素要求量その他水の汚染状態を示す項目（生活環境項目）で、生活環境に係る被害を生ずるおそれが

ある程度のもの
特定事業場：特定施設を設置する工場又は事業場。



立地する多様な工場・事業場を抱える名古屋港・
庄内川等水域が５，４６１（特定事業場全体の
４２．４％）と最も多く、自動車関連企業の多い衣
浦湾・境川等水域が２，７１２（同２１．０％）、畜産農
業の盛んな渥美湾・豊川等水域が２，４６７（同
１９．１％）と続いています（図２－５－９）。

　イ　総量規制
　指定地域（伊勢湾及び三河湾への流入域）内
における特定事業場数は、平成２１年度末で
１２，６９１であり、このうち総量規制基準の適用を

受ける指定地域内事業場（日平均排水量が５０m３

以上の特定事業場）は１，８１３あり、また、自動計
測器による汚濁負荷量の測定が義務化されてい
る日平均排水量４００m３以上の事業場は４２０あり
ます（表２－５－８）。
　県では、これらの指定地域内事業場から排出
されるCOD総負荷量を把握するため、汚濁負荷
量の大きい事業場を対象に、測定結果を随時県
に送信するテレメータを設置しており、平成２１
年度は７０事業場についてテレメータによる監視
を行っています。　 
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図２－５－７　業種別特定事業場数
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図２－５－９　特定事業場の水域別事業場数

表２－５－８　水質汚濁防止法の総量規制の適用を受ける指定地域内事業場数

図２－５－８　水域の区分



（２）立入検査及び措置状況【水地盤環境課】
　県では、法律の遵守状況の確認を行うために
計画的に工場・事業場への立入検査を実施して
います。
　平成２１年度は、延べ３，５６８件の立入検査と７９８
件の採水検査を実施しました。うち、排水口に
おける検査を５８３件（検査項目の延べ件数は
３，６１３件）実施し、排水基準を超えた件数は１６件
でした。項目別では、pH、BOD等の一般項目で
延べ２３件、有害物質で延べ２件で、これらは全
体の０．７％でした（資料編「水環境」表１２参照）。
　県では、排水基準を超えた事業場に対して改
善命令・改善勧告等（１４件）を行い、排水処理
施設の改善や維持管理の徹底を指導しました。

２　油ヶ淵浄化対策の推進
【水地盤環境課、下水道課、河川課】
　県内唯一の天然湖沼である油ヶ淵は、流域の
都市化の進展や生活排水処理施設の整備の遅れ
などにより水質汚濁が続いています。

　そのため、県と油ヶ淵周辺４市（碧南市、安
城市、西尾市及び高浜市）は油ヶ淵水質浄化促
進協議会を設置し、下水道、浄化槽等の生活排
水処理施設の整備、しゅんせつ（底泥の除去）、
覆砂等の水環境改善事業を実施してきており、
水質は徐々に改善されつつありますが、依然と
して環境基準の達成に至っていません。
　平成１６年度に策定した「第二期水環境改善緊
急行動計画（清流ルネッサンス�）」に基づき、
引き続き水環境改善事業を実施するほか、水環
境モニタリングの実施等、行政機関だけではな
く、地域住民、NPO等の幅広い参画を求め、協
働して取り組んでいます。
　また、家庭でできる生活排水対策として、調
理くずや食べ物の残り、廃食用油などを水と一
緒に流さない、洗剤を使い過ぎないなど、各種
啓発活動を推進しています。この結果、総合指
標であるCODが目標値の８mg／�を達成する
など、改善の効果が現れています。（図２－５
－１０）　 
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図２－５－１０　油ヶ淵のCOD７５％値　経年変化

油ヶ淵の水質改善に向けた取組
～第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンス�）の主な内容～

１　目標
　総合的な水環境の改善に向けて、水質を改善し、地域のみなさんにうるおいや安らぎの空間
を提供し、生物の良好な生息環境を創出します。
　平成22年度までに、次の目標水質の達成を目指します。
　 　総合指標
　　　COD８mg/�以下・・・湖岸で不快に感じないレベル
　 　生物の生息環境指標
　　　底層DO３mg/�以上・・・魚介類などの水中生物が生息できるレベル
　 　親水性指標
　　　透視度３０cm以上・透明度１m以上・・・水辺で湖底が見えるレベル　 
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２　主な対策
　�生活排水対策
　　・生活排水処理施設の整備
　�産業排水対策
　　・水質汚濁防止法による濃度規制や総量規制
　　・小規模事業場への削減指導
　�面源負荷対策
　　・環境保全型農業の推進　　・雨水貯留浸透対策の推進
　�河川対策
　　・河川・湖内のしゅんせつや湖内の覆砂　　・湖岸のヨシ等による植生浄化

表２－５－９　第二期水環境改善緊急行動計画の主な対策の進捗状況（平成２１年度末）

○「油ヶ淵浄化デー」の支援
　４市が実施する清掃活動等の実践活動を
油ヶ淵水質浄化促進協議会が支援していま
す。
実　施　日　平成２１年７月２６日
場　　　所　周辺４市　油ヶ淵流入河川等
参　加　者　３，３８０名
ゴミ収集量　２，０４０kg

○「アクション油ヶ淵in安城」の開催
　油ヶ淵の水質浄化に関する活動事例発表、
展示、講演会など
開催日　平成２１年１１月６日
主　催　油ヶ淵水質浄化促進協議会
場　所　安城市文化センター
参加者　４００名



３　伊勢湾・三河湾の浄化対策の推進
【水地盤環境課】
　伊勢湾・三河湾は水深が浅く、湾口が突き出
した半島によって狭くなっていることなどから、
外海との水交換がうまくできない状況にあり、
典型的な閉鎖性水域となっています。
　また、後背地の東海３県から生活排水や産業
排水のほか、地域によっては畜産排水、農地等
からの汚濁水も流入し、これら汚濁物質の多く
が湾内に蓄積し、水質汚濁、富栄養化等の現象
が生じています。浄化を進めるに当たっては、
このような特徴を踏まえた総合的な対策が必要
です。
　県では、工場・事業場等を始めとしたCOD対
策として、昭和５５年度から総量削減計画を策定
し、各種対策を推進した結果、CODの汚濁負荷
量は着実に削減されてきました。しかし、富栄
養化の原因物質である窒素・りんの流入により、
植物プランクトンが増殖するなど二次的な汚濁
も発生していることから、平成１４年度の第５次

計画から窒素・りんを指定項目に追加しました。
今後は、平成２２年度内に予定されている国の総
量削減基本方針に基づき、第７次水質総量削減
計画を策定し、総合的、計画的な水質保全対策
をなお一層推進していきます。
　また、その沿岸がすべて県内に位置し、県民
とのかかわりが深く、豊かな海の恵みをもたら
してくれる「里海」である三河湾の再生に向け
て、県では平成２０年度から部局連携による特別
チームを編成し、様々な環境改善技術、施策の
効果や評価を検討し、今後取り組んでいくべき
施策を取りまとめた「三河湾里海再生プログラ
ム」の作成に向けた検討を行っています。
　なお、三河湾の浄化を推進するため、県は豊
橋市を始めとする沿岸市町村と三河湾浄化推進
協議会（表２－５－１０）を組織しているほか、
国（中部地方整備局）が中心となり、東海３県
及び名古屋市などが参加して設立した「伊勢湾
再生推進会議」において、健全な水・物質循環
の構築や多様な生態系の回復などを基本方針と
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表２－５－１０　三河湾浄化推進協議会の会員

油ヶ淵全景（写真提供：株式会社小島組）



した「伊勢湾再生行動計画」を平成１９年３月に
策定するなど、広域的な連携、取組も進めてい

ます。　 
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図２－５－１１　愛知県内から伊勢湾・三河湾に流入する負荷量の排出源の内訳（平成１６年度実績）

表２－５－１１　水質総量削減計画の推移



４　生活排水対策の推進【水地盤環境課】
　工場、事業場等からの産業排水に対する規制
が強化され排水処理対策の進んだ今日、台所、
風呂、トイレなど日常生活に起因する生活排水
が、公共用水域の水質汚濁の大きな原因となっ
ています。このため、河川、湖沼、海域などの
水質浄化を図るには、生活排水対策を積極的に

推進する必要があります。
　県では、県民の生活環境の保全等に関する条
例（以下本節において「生活環境保全条例」と
いう。）において、県、事業者、県民それぞれの
立場での生活排水対策を規定しています。また、
この条例に基づく「生活排水対策に関する基本
方針」を策定し、次のような取組を行っています。 
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～第６次総量削減計画で実施している施策の内容～

�生活排水処理施設の整備
　下水道、農業集落排水処理施設、浄化槽等の整備を進めています。
�総量規制基準の強化
　指定地域内にある日平均排水量５０m３以上の特定事業場に対して、排出されるCOD、窒素含
有量及びりん含有量に係る汚濁負荷量の規制基準を強化しました。
�総量規制基準の適用されない事業場に対する指導
　総量規制基準の適用されない事業場について、「小規模事業場等排水対策指導要領」に基づ
く指導を行っています。
�農地及び畜産排水からの負荷削減指導
�県民、事業者に対する教育、啓発
�底質汚泥のしゅんせつ等による直接浄化対策
　海底に蓄積したヘドロをしゅんせつしたり、砂で覆う（覆砂）ことによって、窒素やりん
が水中へ溶出することを防いでいます。

～県民運動の展開（平成２１年度）～

�　各種団体・業界への働きかけ
　・生活排水関連製品の製造・販売業界に対して生活排水対策に有用な製品の開発や販売ルー

トの確立拡大の要請
　・商工団体、女性団体等関係２５団体に対して生活排水に関する自主活動の実施についての要

請等

�　啓発事業実施

内　　　容事　　　業

１０月をクリーン排水推進月間と定め、生活排水対策の
重要性について、重点的に啓発をしています。

クリーン排水推進月間啓発事業

アクション油ヶ淵in安城　１１月６日（金）、４００名イベントの開催

パンフレット「生活排水を考える」、「クリーン排水運
動」

啓発資料の作成・配布



（１）県民運動の展開【水地盤環境課】
　生活環境保全条例に基づき生活排水対策実践
活動の普及・定着を図るため、行政、事業者及
び県民が一体となった全県的な県民運動を展開
しています。　 

（２）生活排水浄化のための施設整備の推進
【水地盤環境課、農地整備課、下水道課】
　下水道、農業集落排水処理施設、浄化槽等の
施設の整備を地域の実情などを踏まえ、県内全
域にわたり効率的かつ計画的に進めるために、
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図２－５－１２　現状（平成２１年度末）の
　　　　　汚水処理人口普及率

図２－５－１３　将来（最終像）における生活
　　　　　排水処理施設の整備構想

表２－５－１２　汚水処理人口普及率の現状と目標

集合処理施設

個別処理施設

下水道法
に基づく
下水道

下水道以外
の汚水処理
施設

２つ以上の市町村区域の汚水を
集めて処理するものです。

人家がまばらな地域でそれぞれ
の家庭に設置して汚水を処理す
るものです。

開発行為による住宅団地等にお
いて汚水を処理するものです。

漁港背後集落において汚水を処
理するものです。

主として市街地における汚水を
処理するものです。

浄化槽

その他

コミュニティ・
プラント

農業集落
排水施設

漁業集落
排水施設

公共下水道

流域下水道

農業振興地域内の農業集落にお
いて汚水処理をするものです。

図２－５－１４　生活排水処理施設の分類



各市町村が策定した生活排水処理施設に関する
整備計画に基づき、県は「全県域汚水適正処理
構想」（平成１６年３月見直し）として取りまとめ、
これにより生活排水処理施設の適正な整備の推
進を図っています。

　ア　下水道の整備【下水道課】
　下水道は、生活環境の改善を図る基盤施設と
してのみならず、河川、海域、湖沼の水質保全
のために欠かすことのできない施設として、早
急な整備が望まれています。
　平成２１年度末における県内の下水処理人口普
及率（行政区域内人口に対する処理区域内人口
の割合）は７０．８％となっていますが、名古屋市
（９８．８％）を除くと５８．７％であり、全国平均
７３．７％に比べて整備は大きく立ち遅れています
（資料編「水環境」表１４参照）。
　公共下水道は、市町村が建設し管理する下水
道であり、家庭などからの汚水を終末処理場に
おいて処理するか又は流域下水道に接続するも
ので、住民にとって最も身近な施設です。県内
においては、名古屋市、豊橋市等５２市町におい
て整備が進められ、うち５１市町で汚水が処理さ
れています（平成２２年４月１日現在）。
　流域下水道は、河川や湖沼などの自然流域を
単位としてその流域内の２つ以上の市町村から
の下水を処理するために県が建設し管理するも
ので、幹線管きょと終末処理場からなる根幹的
な下水道施設です。昭和４６年の境川流域を皮切
りに、現在１１処理区で事業に着手し、そのうち
１０処理区で一部供用開始しています（資料編「水
環境」表１５参照）。　 

　イ　農業集落排水処理施設等の整備
【農地整備課】
　農村地域の集落におけるし尿、生活雑排水等
を処理し、農村の生活環境の改善を図り、併せ
て公共用水域の水質保全に寄与するため、県及
び市町村では、農村版の下水処理事業ともいえ
る農業集落排水処理施設の整備を進めています。
平成２１年度末現在、２１市１０町１村の計１７５処理
区において整備を進めており、うち１６８処理区
で供用開始しています。
　また、漁港機能の増進と背後集落における生
活環境の改善を図るため、日間賀島で漁業集落
排水処理施設の整備を行い、供用開始していま
す。

　ウ　浄化槽の設置促進【水地盤環境課】
　下水道事業の予定のない地域では、生活雑排
水を処理することができる合併処理浄化槽の設
置を促進しており、県は国の補助に合わせ、市
町村の行う浄化槽設置整備事業への助成を行う
とともに、浄化槽の適正な維持管理の普及を
図っています。

（３）生活排水対策重点地域における対策の
推進

【水地盤環境課】
　平成２年の水質汚濁防止法の改正により、市
町村が主体となって、県、国がそれぞれの役割
分担のもとで生活排水対策を推進するための制
度的な枠組みが組み込まれ、これに基づき県で
は次の４地域（表２�５�１３）を生活排水対策
重点地域に指定しています。　 
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【用語】
汚水処理人口普及率：各市町村の行政人口（住民基本台帳人口）に対する、下水道、農業集落排水施設等、浄化槽、
コミュニティプラントの汚水処理施設の整備人口の割合で表し、以下の式により計算される。

※浄化槽人口は下水道、農業集落排水施設等、コミュニティプラント供用開始地区を除く。



５　地下水汚染対策【水地盤環境課】
　県では、県内の地下水の汚染状況を把握する
ため、常時監視としてメッシュ調査や定点調査
等を実施しています。これらの調査に加え、井
戸所有者の自主検査の結果等についても把握し
ています。
　また、土壌・地下水汚染の未然防止の観点か
ら、生活環境保全条例において、特定有害物質
を取り扱う事業所等に対して、土壌・地下水の
汚染状況について調査に努めなければならない
と規定するとともに、汚染状態が条例で定める
土壌汚染対策基準に適合しないことが明らかに
なったときは、当該汚染の状況及び応急措置の
内容等について知事への届出義務を課していま
す。
　なお、こうした汚染事例については、関係機
関と協力し、汚染が判明した時点で汚染井戸周
辺地区調査及び井戸所有者への飲用指導を行う

とともに、翌年度以降は定期モニタリング調査
により継続的に監視を行っています。また、汚
染原因者が判明した場合は、原因者に対して地
下水のくみ上げ浄化措置等の対策を指導してい
ます。

６　ゴルフ場の農薬による水質汚濁防止
対策

（１）農薬適正使用の指導
【水地盤環境課、農業経営課】
　ゴルフ場は河川の上流域に立地することが多
く、中下流の水利用を保護する観点から、そこ
での農薬の使用は適正かつ有効に行われること
が必要です。このため、県では「愛知県ゴルフ
場農薬適正使用指導要綱」（平成２年１１月施行）
及び「愛知県ゴルフ場農薬適正使用指針」（平成
元年４月施行）を定め、ゴルフ場事業者に対し
て登録農薬の使用及び表示事項の遵守、農薬管
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～生活排水対策重点地域における施策～

�　生活排水対策推進計画の策定
　関係市町が策定し、計画に基づいた施策の推進を図っています。

�　浄化槽設置費の補助
　単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換を図る場合に、他地域に比べて補助額を増額
しています。
平成２１年度は、１０市町の４３２基に補助しました。

�　重点地域水質パトロール事業
　小中学生のグループを募集し、身の回りの水路や河川
の水質状況や水辺の生きもの等を調べ、結果をまとめた
レポートを提出してもらい、特に優秀な活動に対し知事
表彰を行っています。
　平成２１年度は４４グループ１，３５８名の参加がありました。

表２－５－１３　生活排水対策重点地域の指定状況



理責任者の設置、水質の監視及び測定等を義務
づけ、ゴルフ場で使用される農薬による水質汚
濁が生じないよう指導しています。

（２）水質調査の実施【水地盤環境課】
　ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の
未然防止のため、県では、平成２年に環境庁（当
時）が定めた「ゴルフ場で使用される農薬によ
る水質汚濁の防止に係る暫定指導指針」に基づ
き、県内各ゴルフ場を指導しています。
　この指導指針では、全国的に使用されている
主要な４５種類の農薬について、ゴルフ場排水口
における農薬濃度の指針値を設定しており、平
成２１年度は４月から１１月にかけて、県内の４４ゴ
ルフ場（名古屋市、岡崎市、春日井市及び豊田
市の区域を含む。）からの排出水に含まれる農薬
含有量の実態調査を実施しました。その結果、
指針値を超えていたものはありませんでした
（資料編「水環境」表１３参照）。

７　水辺環境の保全・創出
（１）平野部の水辺環境【河川課】
　河川を始めとする水系は水域、水辺、草地、
河畔林などから構成される生物の重要な生息基
盤であるとともに、県民が身近に生きものや自
然に親しむことのできる貴重な空間となってい
ます。このことから、県では、河川全体の自然
の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文
化との調和にも配慮し、河川が本来有している
生物の生息・生育・繁殖環境並びに多様な河川
風景を保全あるいは創出するため、「多自然川
づくり」に取り組んでいます。
　また、人々が川に目を向け、川に親しみを感
じるような、新たなふれあいの場の創出や、地
域の文化や歴史を踏まえた生きた川づくりが必
要とされています。そこで、「水辺スポット整
備」により、関係市町村とともに川づくりと一
体となった公園や遊歩道等の整備など、それぞ
れの河川の持つ特色を踏まえた整備を行ってい
ます。

（２）山間部の水辺環境【砂防課】
　山間部の渓流においては、景観、生態系等の
自然環境の優れている地域が多く、これらの自
然環境は人々の憩いの空間となっています。

　最近では、余暇、ゆとりの時代に対応して、
人々が山、川、森と親しみ集い憩える水と緑豊
かな空間の整備が社会の要請となってきたこと
から、砂防事業においても、景観・生態系といっ
た自然環境との調和が求められるようになりま
した。
　そこで、県では、個々の渓流の自然的、社会
的条件を勘案し、自然環境や生態系の保全に配
慮した「水と緑　豊かな渓流砂防事業」を実施
しています。

（３）海辺の水辺環境【河川課、港湾課】
　海辺は、美しい砂浜や荒々しい岩礁などの独
特の自然景観を有し、我が国の文化、歴史、風
土を形成してきました。また、この海辺は陸域
と海域が接する空間であり、多様な生物が相互
に関係しながら生息・生育している貴重な場と
なっています。更に、漁場や港としての利用な
ど、生産や輸送のための空間としての役割も果
たしてきました。
　その一方で、近年価値観の多様化や健康意識
の高まりなどから、海辺の持つ潤いや安らぎの
機能や海洋性レクリエーション機能に対する
ニーズが高まりつつあります。
　そこで、県では、人々が親しみやすい快適な
水辺空間を形成するとともに、特色ある自然環
境や優れた自然景観を保全するため「海岸環境
整備事業」、「港湾環境整備事業」を行っていま
す。また、良好な海域環境を形成するため「海
域環境創造事業」（シーブルー事業）を行ってい
ます。

（４）農村部の水辺環境【農地整備課】
　農村地域の農業水利施設等の多くは、地域の
自然環境、生活環境等に調和した整備がなされ、
単なる水利施設としてのみならず、景観の形成、
親水機能の発揮、生活用水の提供、水質の浄化
等の多様な役割を果たしてきました。
　しかし、近年の農村地域の都市化及び混在化
の進展、農業生産形態の変化等により、動植物
が減少するとともに、水質の悪化、景観の損壊、
親水機能の低下といった問題が生じ、景観の保
全、生態系の回復等の環境的観点も含めた農村
の快適性を求める声が、農村の住民のみならず
都市部の住民からも高まってきています。
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　このため県では、農村地域に広範に存在する
水路、ダム、ため池等の農業用施設の保全・管
理と一体的に、施設の有する水辺空間等を活用

し、豊かで潤いのある快適な生活環境を創造す
ることを目的として、「水環境整備事業」、「農村
自然環境整備事業」を実施しています。　 

８　水循環の再生【水地盤環境課】
（１）あいち水循環再生基本構想
　水は、生物の命を育み、私たちの生活や産業
に不可欠で貴重な資源です。しかし、急激な産
業の発展や都市化の進展、森林や農地をとりま
く状況の変化等により、水循環の状況は大きく
変化し、その結果、水質汚濁、生態系の劣化、
水辺地の減少等様々な問題が発生しています。
　この水循環の再生に当たっては、環境、治水、

利水等の各分野が個々に施策を実施するだけで
はなく、上流から下流まで、流域全体を視野に
入れ、総合的に施策を講ずることが必要です。
　このため、県では、平成１７年度に「あいち水
循環再生基本構想」を策定し、「人と水との豊か
なかかわりの回復・創造」を目標に、流域を中
心とした一連の水の流れの過程において、人間
社会の営みと、水循環の持つ「水質の浄化」「水
量の確保」「多様な生態系の維持」「水辺の保全」
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表２－５－１４　水辺環境整備関連事業（平成２１年度）

港湾環境整備事業の例（三河港御津地区緑地（豊川市）） 水環境整備事業　不動ヶ池地区（幸田町）



の４つの機能が適切なバランスのもとに共に確
保されている健全な水循環の再生に取り組んで
います。
　水循環の持つ機能ごとに連携した取組を実施
するとともに、水循環の再生につながる「森林
の整備・保全」、「農地保全」、「まちづくり」、「海
づくり」といった特定のテーマごとに、関連す
る様々な施策を連携させることにより、対策相
互の相乗効果や波及効果を生かして総合的な取
組を実施することとしています。

（２）水循環再生地域協議会・水循環再生地
域行動計画

　水循環再生の取組を進めていくためには、流
域の上流から下流までが一体となり、多様な主
体による連携・協働が必要になります。一方、
川や海の水質や水量、生態系、水辺の状況は、
地形等の条件や県民生活、経済活動などにより、
それぞれの地域で異なります。
　このため、県内を尾張地域、西三河地域、東
三河地域の３地域に分け、それぞれの地域ごと
に県民、事業者、民間団体、行政で構成する「水

循環再生地域協議会」を平成１８年度に設立しま
した。
　各地域協議会では、平成２０年３月にそれぞれ
の地域の実情に沿った具体的な目標、取組等を
「水循環再生地域行動計画」として作成しまし
た。この行動計画では、あいち水循環再生基本
構想と同様に「人と水との豊かなかかわりの回
復・創造」を地域共通の目標として設定すると
ともに、各地域を３～４の流域に細分化し、細
分化した地域ごとの「流域別目標」も合わせて
設定しました。（表２－５－１５）また、目標達成
のための取組については、新たな取組を順次追
加し、計画の充実を図ることとしています。
　なお、計画期間は平成２０年度を初年度とした
１０年間としていますが、各地域協議会に設置し
た「行動計画フォローアップチーム」において
取組状況の把握などを行い、定期的に目標達成
状況の中間評価や目標の見直しを行うこととし
ています。

（３）あいちの水循環再生指標
　あいち水循環再生基本構想の取組を進めるに
あたっては、水循環の現状把握が必要です。
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図２�５�１５　水の流れと水循環の問題点



　このため、県では、川などの健康状態を水循
環の視点で総合的に判断するため、「水質」、「水
量」、「生態系」、「水辺の親しみやすさ」といっ
た、水循環の機能に関する４つの評価項目で構
成する水循環再生指標を平成１９年７月に作成し
ました（表２－５－１６）。
　この指標は、学識者などによる水循環再生指
標検討会と、公募によるボランティアグループ
が参加するワークショップとが連携を図りなが

ら検討し作成したもので、主に五感を使って５
段階で評価するなど、一般の方でも手軽に調査
できる内容になっています。
　また、平成２１年度からは、この指標を使った
「流域モニタリング一斉調査」を６月５日（環
境の日）の前後１週間を中心に実施するなどし
てその普及を図っています。平成２１年度は県内
全域で２８７地点、８８４名の参加がありました。
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表２－５－１５　各地域を細分化した流域と流域別目標

表２－５－１６　あいちの水循環再生指標の主な調査項目
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「伊賀川水辺マップ」を作成しましたクローズアップ

流域モニタリング一斉調査の様子

　県では、平成１９年度から２１年度にかけ、水辺に関する県民意識の高揚と水環境の保全に役立
てるため、地域で先導的な活動をしている団体の協力で「水辺マップ」を作成しています。
　平成２１年度は、岡崎城のわきを流れる伊賀川で「伊賀川水辺マップ」を作成しました。
　この「伊賀川水辺マップ」では、伊賀川の桜並木や周辺に生息している生物だけでなく、伊
賀八幡宮や改修記念碑等の歴史・文化についても写真などで分かりやすく紹介しています。
　皆さんも、これらのマップを参考にして、身近な河川などの水辺マップを作ってみませんか。

参考：水辺マップ作成実績

〔伊賀川水辺マップ〕

編集団体名河川名地域年度

名古屋市水辺研究会香流川尾張１９

（N）東三河自然観察会豊川東三河２０

伊賀川を美しする会伊賀川西三河２１

（N）：特定非営利活動法人


